
日本経済の
現状と課題

グローバル化
と経済成長

産業集積と

経済成長

繁栄に
向けて

2050年の繁栄に向けて
―グローバル化と産業集積―

戸堂康之

東京大学新領域創成科学研究科
国際協力学専攻教授

経済産業研究所ファカルティフェロー・JICA研究所客員研究員

2012年2月23日
繁栄のフロンティア

資料２



自己紹介
• 研究分野・手法

–国際経済学・開発経済学の分野における
ミクロ・マクロデータを利用した統計的実証分析
（ケーススタディでは見えないものを見る）

• 研究テーマ例

–企業の国際化が生産性・雇用に与える影響
（日本・中国・インドネシア企業レベルデータ）

–日本のODAの効果の検証（マクロデータ、
インドネシア・エチオピアの企業・世帯・衛星データ）

–社会ネットワークが技術・情報の伝播に与える
影響 （エチオピアの企業・世帯データ）
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日本

アメリカ

シンガポール

台湾

1人当たり実質GDP（購買力調整済み，アメリカ＝100）
日本経済は危機的な状況にある
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中国の興亡
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(1978)

世界のGDPに占める割合（％）

中国
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出所：
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長期的な経済成長の源泉は？
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設備投資？
教育投資？

短期的には
効くが、

長期的には
収益率低下

「技術」進歩
＝知恵の創造

「3人寄れば
文殊の知恵」で
知恵を創造

グローバル化
海外との
つながり

産業集積
地域内の
つながり
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2つのタイプのネットワークが
技術革新のために必要
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「世界は狭い」的
ネットワーク

（友達の友達の友達…は
オバマ大統領）

新しい知識の伝播
(Watts & Strogatz, 1998)

密度の濃いネットワーク
（友達は皆友達同士）

ネットワーク内での

知識の共有(Centola, 2010) 
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輸出によって生産性は上昇する
経済産業省『企業活動基本調査』
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グローバル化による
「3人寄れば文殊の知恵」効果の事例

ボーイング787の開発
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ボーイング 日本企業
三菱重工など

高い
技術力

開発・管理
ノウハウ

グローバル化
知識・技術のやり取りによるwin‐winの関係構築
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貿易・海外直接投資生産性上昇
日本の企業データを利用した実証分析結果
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日本
企業

外国

輸出：2％上昇
(Kimura & Kiyota, 2006)

海外直接投資：2％上昇
(Hijzen, Inui, & Todo, 2007)

海外生産委託：0.6％上昇
(Hijzen, Inui, & Todo, 2010)

海外での研究開発：3％上昇
(Todo & Shimizutani, 2008)

対日研究開発投資：4％上昇
(Todo, 2006)

（数字は平均的効果）

技術伝播
規模の経済 知識集約的

工程への特化

日本経済の
現状と課題

グローバル化と
経済成長

産業集積と
経済成長

繁栄に向けて



【実証的な結論】
グローバル化は経済成長を促進する
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企業レベルの
ミクロデータによる

実証分析

グ
ロ
ー
バ
ル
化

技
術
伝
播

国レベルの
マクロデータによる

実証分析

輸出/GDPが1％増
GDP20％増

(Frankel & Romer, 1999)
【ただし、反論あり】
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グローバル化は必ずしも雇用を悪化させない
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行っていない中小零細企業

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング
『国際化と企業活動に関するアンケート調査』
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海外進出が国内雇用を増やした事例

12

日本エー・エム・シー（福井市）

（会社ウェブサイトより）

• 配管部品（建設機械向け「継ぎ手」）
• 1997年中国上海工場設立
• 2006年バンコク工場設立
• 従業員数 1997年70人2011年 143人

海外での技術指導・品質管理などの業務増加
（2011年11月3日日本経済新聞）
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グローバル化は必ずしも雇用を悪化させない

対外
直接投資

親会社の
雇用に影響なし
樋口 & 松浦 (2003)

Hijzen, Inui & Todo (2007) 
Yamashita & Fukao (2008)

短期的
雇用減

産業レベルの
雇用に影響なし

Hijzen and Swaim (2007): OECD
Agnese (2009): 日本

生産性
増

長期的
雇用増

空洞化？
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よい海外進出、悪い海外進出
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本社も開発機能も

海外に出れば確かに
「悪い海外進出」

海外進出生産性↑
なので、基本は皆
よい海外進出

日本に人材がいないと
こうなる

しかし、日本にはまだ人材がいる！
「『独創的な先端製品を生み出すための熱意と頭脳を継承して
きた拠点は日本にある』として、研究開発や製品の核となる部
品生産は日本に残す考えだ。」セイコーエプソン碓井社長

（2011年8月14日日本経済新聞）
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こうなったら
海外進出しようが
しまいが没落



技術があれば
グローバル化しても利益は国内に配分される
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Nokia携帯電話（546ユーロ）の利益配分
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利益（価格の約半分） 出所：Ali‐Yrkko et al. (2011)
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日本経済のグローバル化は遅れている

16出典：World Development Indicators

輸出／GDP（10％）

対内直接投資／GDP（％）

対外直接投資／GDP（％）
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17出所：ASEAN Statistics

ASEANへの直接投資の国別シェア
（％，2009年）

日本経済の
現状と課題

グローバル化と
経済成長

産業集積と
経済成長

繁栄に向けて



18

研究開発のグローバル化も遅れている

円の大きさ＝各国の学術論文数
線の太さ＝２国の共著者による論文数

1998年 2008年
出所：OECD (2010)
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しかし、日本では生産性が高いのに
グローバル化していない企業が多数ある
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国際化企業

臥龍企業（2000社）

出所：若杉他（2008）（データは経済産業省『企業活動基本調査』2005年）

（1）非グローバル企業

（2）グローバル企業
（輸出・海外投資企業）
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臥龍企業がグローバル化した例
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市の支援する国際化セミナーに参加

さいたま市 金子製作所
• 医療機器・航空機の金属部品の製造
• 長く国内企業の下請けに甘んじていた

JETROが支援する海外展示会に出展

高い技術が認められ、
即座に輸出を開始（留学生を雇用）

技術力
＋

偶然
＋

意欲
＋

公的支援
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産業集積は生産性を向上させる

出所：徳田（2010）

事業所密度と中小企業の平均収益率（ＲＯＡ）

日本経済の
現状と課題

グローバル化と
経済成長

産業集積と
経済成長

繁栄に向けて



操業中の
企業数

参入
企業数

退出
企業数

激しい参入・退出集積・技術進歩
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出所：園部・大塚（2004）

日本のオートバイメーカーの例

オートバイエンジンの
性能（馬力／排気量2/3）
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常に変化し続けなければ衰退する

23出所：Glaeser (2005)
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世界の都市の人口シェア（国全体の％）

出所：United Nations (2010), World Urbanization Prospects.

ロンドン

ニューヨーク

シカゴ

ロス

東京

しかし、日本は地方に産業集積が足りない
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25出所：総務省ウェブサイト，総務省統計局（2010），『日本統計年鑑』，本間・田中（2004），林（2004）．

公共投資

人口

なぜ地方に産業集積が育っていないのか？
地方（北海道、東北、北陸、中国、四国、九州）のシェア（％）
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日本は起業家精神に乏しい
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起業する
好機がある

自分に起業する
能力がある

起業は自分の
キャリアにとって

よい選択だ

出所：Kelley, et al. (2010) 
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出所：徳田（2010）

日本では開業・廃業ともに少ない

中小企業に対する
保護が強く、
少ない廃業が
起業の重しに？

だが、新しい企業の
方が、生産性・雇用
ともに成長率が高い

（深尾・権，2011）

中小企業
金融/承継
円滑化法

日本経済の
現状と課題

グローバル化と
経済成長

産業集積と
経済成長
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日本の各地に地方の特色を
生かした産業集積を

佐渡市作成『逆さ日本地図 「東アジア交流地図」巻図 』

日本経済の
現状と課題

グローバル化と
経済成長

産業集積と
経済成長

繁栄に向けて

特区 規制緩和
道州制



政策の役割
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経済学の結論
市場が適切に機能するのであれば、

市場に任せることで国民の厚生は最大化される
＝市場が適切に機能しない場合には、

政策介入が必要

外部性
（非市場的な副作用）

例：公害，環境，
知識・情報の伝播

情報の非対称性に
よる市場の歪み
例：金融，医療
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ただし、政策が行き過ぎるのはよくない
• 今年の倒産率は20年ぶりの低水準

–明らかに、中小企業金融円滑化法の「効果」

–企業の健全な新陳代謝を妨げる

–長期的には不良債権化で国民負担増

30

日本人が自信を持って世界に飛躍して
各地方が元気になるのをそっと後押し
することこそが政府の役割では？

日本人にはまだまだ底力がある
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地域を超えたつながり
（グローバリゼーション含む）

地域内の
つながり

日本経済の
現状と課題

グローバル化と
経済成長

産業集積と
経済成長

繁栄に向けて

国内・地域の取り分を
大きくするため知恵づくり

ノキア
の携帯
の例
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